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1.はじめに 

 2011 年、農林水産省は中山間地域に対しても

10～20ha の経営体が大宗を占める構造を目標に

掲げた。しかし同地域の実情をみると、高齢の農

業従事者が将来への不安を感じながら“何とか後

世に農地を残したい”という想いで個々に農業を

続けており、政府の指針に沿う地域は数少ない。 

このような状況下、多様な主体(I・Uターン者

や非農家)への期待が高まっている。しかし、そ

の多くは個々の営農活動に留まり、地元農家との

連携や将来ビジョンの共有不足といった問題を

抱えている。このため、多様な主体と地元農家が

一体となった農地保全に向けた支援が必要であ

るが、関連する先行研究はない。 

そこで本研究では、農地の所有・利用形態別に

営農状況の分析、農地の利用変遷のパターンと要

因の分析を行い、総合考察として農地保全計画の

策定に向けて優先的に対応すべき農地とその対

策の検討を行った。 

2.研究方法 

2.1 研究対象地の概要 

 研究対象地は、長野県富士見町御射山神戸地区

にある圃場整備未実施の農地約 18ha を選定した。

当地区は、2004年からI・Uターン者や住民組織

が中心となり、ソバやブルーベリーの栽培、羊の

放牧等の活動が行われ、耕作放棄地が解消されて

きた。一方で、農業の担い手の高齢化、後継者不

足、獣害といった課題を抱えている地域である。

筆者の所属する研究室では、2009 年から当地区

で農地保全に向けた実践的支援を行っている。 

2.2 調査・分析手法 

 目的①では、対象農地の所有者と利用者の計

91 名をその所有・利用形態に基づき 3 タイプに

分類した。「農地を所有しており、自身で利用し

ている人(1筆以上)」を Aタイプ(34名)、「農地

を所有しており、自身では全く利用していない人」

をBタイプ(48名)、「農地を所有しておらず、借

りた農地を利用している人」をCタイプ(9名)と

した。このうち調査協力を得た28名(Aタイプ16

名、Bタイプ8名、Cタイプ4名)へヒアリング調

査(世帯、農地利用状況、貸借、獣害に関する計

72 項目)を実施した。この 28 名で対象農地の約

70％がカバーできた。 

目的②では、一筆ごとの土地利用調査(計 268

筆)を2015年に実施した。この調査結果に筆者の

研究室で実施してきた過去の調査結果（2009年、

2011年、2012年）を加えて農地利用状況(作付け

地、管理のみ農地、耕作放棄地の 3 分類)をデー

タベース化した。そして、この4つの時点の農地

利用状況を対象にクラスタ分析(ward 法)を実施

し、一筆ごとの利用変遷を分析した。 

3.農地の所有・利用形態別にみた営農状況 

3.1 タイプ別にみた営農状況 

ここでは 72 項目中、4 項目に着目してタイプ

ごとに比較した。平均年齢はBタイプ(約 73歳)

が A・Cタイプ(約 69歳）よりやや高く、後継者

はAタイプで4名、Bタイプで5名いたが、Cタ

イプはいなかった。対象農地の平均所有面積はA

タイプで約38a、Bタイプで約23aであった。対

象農地の平均利用面積は C タイプ(約 143a)が A

タイプ(約27a）を大幅に上回っていた。 

3.2 農家別にみた農地利用の変遷とその要因 

 農地利用の変遷とその要因において、タイプご

とによる傾向はみられなかった。 

ここでは、Cタイプに属するT氏(78歳)を例に

その農地利用の変遷を詳述する。T氏は定年退職

後に対象範囲内で約82a分の農地を借り、主にブ

ルーベリー(約 70a)やルバーブ(約 5a)の栽培を

行っていた。しかし 2012～2015 年の間に病気や

年齢による体力の低下を感じ、農道が狭く農機具

が入り難い農地(約 26a)を農地所有者へ返却し

た。T氏は後継者がおらず、80歳で農業を引退し

て残りの農地(約 56a)も各所有者に返却する意

向である。T氏が返却した農地の一部は、W 氏の

所有農地であり、返却後数ヶ月間はW氏により管

理されていた。しかし、同氏の怪我により現在は

一時的に休止されている。このように返却された

側も農地の管理に苦慮していることが分かった。 



4.農地利用の変遷パターンの実態 

4.1 クラスタ分析の概要 

 対象農地一筆ごとの利用状況をクラスタ

分析により 8 つ(C1～C8)に分類し、その分

類別にみた面積と農地利用の変遷を整理し

た結果を表 1 に示した。その変遷パターン

からC1を「作付け継続型」、C2を「管理継

続型」、C3を「放棄継続型」、C4を「多様に

変化型」、C5を「作付けから管理へ変化型」、

C6 を「放棄から管理へ変化型」、C7 を「管

理から作付けへ変化型」、C8を「放棄から作

付けへ変化型」にグループ化できた。 

4.2 クラスタ別の農地利用の変遷とその要因 

クラスタごとに農地利用の変遷とその要因を

分析した。ここでは、「C5：作付けから管理へ変

化型」の結果を詳述する。C5 に属する農地は、

2011年と2012年には作付け地であったが、2015

年には管理のみ農地に変化している。 

C5の変遷要因には、“獣害対策への金銭的負

担が大きい”、“農地を相続し営農を始めたばか

りのため、全ての農地に手が回らない”等があ

った。これらの農地では、周囲へ迷惑をかけな

いよう放棄せず管理が続けられている。また、C

タイプの人へ貸していた農地が返却された後、

所有者が怪我や高齢により今後の管理に不安を

感じている状況も明らかとなった。これは“昔

は農地を返してもらえない不安があったけど、

今は貸した農地が返ってくる不安がある”とい

う農地貸借の現状を顕著に表している。 

5.優先的に対応すべき農地とその対策の検討 

5.1 優先的に対応すべき農地の抽出 

 農地保全計画の策定に向けて、優先的に対応す

べき農地の抽出と対策の検討を行うため、農道・

農地利用者(地元農家、I・Uターン者等)・栽培品

目を基準に対象農地を 5 つのエリアに区分した

(図 1)。相対的にみてエリア①は「C5:放棄継続

型」の農地が多く、エリア②は「C1:作付け継続

型」の農地が多い傾向にあること等が分かった。 

そして、エリアごとに優先的に対応すべきと考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

られる農地12ヶ所(a～l)を抽出した(図1)。 

ここではエリア①の農地aに着目する。図1

のaの農地は道路に面した「C3:放棄継続型」に

属する農地であり、ヒアリング結果からこの農

地を鹿が通ることで近隣農地への獣害被害が問

題となっていることが明らかとなった。しか

し、木本類が繁茂していることから農地の所有

者も手が付けられない状態となっている。 

 5.3 論点(課題と対策)の提示 

調査対象地区では2016年度より多面的機能支

払の範囲が地区全体に拡大し、農地の保全を地

域で一体的に目指すようになった。そのため、

多面的機能支払の実施状況と地区住民全体の意

向も考慮しつつ、これまでの結果から優先的に

対応すべき農地の課題と対策を検討した。 

ここでは農地aの対策に向けた論点について

説明する。農地aはC3に属する農地であり、多

面的機能支払の対象でないことから、農振農用

地の解除も考えられる。しかし、山林に戻した

場合、獣害被害が拡大する可能性があるため、

耕作放棄地を解消し緩衝帯として管理のみ農地

にする等の対策が必要であると考えられる。 

6.まとめ ～研究成果の現場への還元～ 

本研究では農地利用の変遷パターンとその要

因解明、エリアごとに優先的に対策を講ずべき

農地の抽出とその対策の検討を行った。本研究

成果を基に2017年 2月17

日に多面的機能支払の活動

組織代表と意見交換を予定

しており、多様な主体によ

る農地保全計画の策定に向

けた支援を行っていく。 

クラスター
C1：作付け継続型

C2：管理継続型

C3：放棄継続型

C4：多様に変化型

C5：作付けから管理へ変化型

C6：放棄から管理へ変化型

C7：管理から作付けへ変化型

C8：放棄から作付けへ変化型

エリア①

エリア⑤

エリア②

エリア③

エリア④

表1 クラスタ別にみた農地利用の変遷 

図1 エリア区分ごとにみた農地の変遷特性と 

優先的に対応すべき農地 

と 

作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄
C1 1015.1 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
C2 101.8 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
C3 111.1 25% 0% 75% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100%
C4 187.0 54% 27% 20% 15% 71% 15% 24% 71% 5% 41% 37% 22%
C5 44.1 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 0% 100% 0%
C6 98.8 0% 0% 100% 0% 60% 40% 0% 100% 0% 0% 100% 0%
C7 53.2 0% 100% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
C8 24.7 0% 0% 100% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%

面積
(a)

クラスタ
2009年 2011年 2012年 2015年

クラスタ

C1：作付け継続型

C2：管理継続型
C3：放棄継続型
C4：多様に変化型
C5：作付けから管理へ変化型
C6：放棄から管理へ変化型
C7：管理から作付けへ変化型
C8：放棄から作付けへ変化型


